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論 文 要 旨       

 

所属ゼミ 清水勝彦研究会 学籍番号 81430689 氏名 髙橋七恵 

（論文題名） 

企業における共通価値の創造に必要な要素 

―企業と NPOがタイアップを行うための KSF― 

 

（内容の要旨） 

 

【研究のきっかけ・問題意識】 

１つは自身の家族が運営する NPO 法人の実態と、もう 1 つは社会問題の解決について論じた本を

読み、単独のセクターだけでなく、あらゆる協働が必要である現状について考えることがあったた

めである。 

 

この研究では企業自身が行うビジネスが本来持っている社会的な機能をフルに活かすため、企業単

独ではなく、社会的ニーズの解決により近い場所にいる NPO とタイアップする際、どのようなフ

ァクターが「企業×NPO」を成功へと導くのかを研究し、成功要因（Key Success Factor、以下

KSF）と考えられるものを提示する「仮説構築型」で進めていくものとする。 

 

【研究の目的・意義】 

本論文における研究の目的は、以下の通りである。 

①社会問題の改善・解決において、行政や企業、NPOといった単独のセクターに任せるのではなく、

それぞれのセクター同士で協働＝タイアップを行うことの提言を行う。 

②従来では得られなかった、異なるセクター同士のタイアップにより、社会問題の改善・解決をよ

り一層効果的に実行していく上での KSFを提示する。 

 

また、本論文における研究の意義は、以下の通りである。 

①企業が自社単独での事業のみならず、本業を通じて NPO とタイアップを行うことで、社会問題

の改善・解決により一層効果的に携わっていくこと提示できる。 

②本研究を通じて、企業が自社の利益を追求するだけでなく、社会的利益についても追及できるよ

うな取り組み、要素について提示できる。 

 

【研究方法】 

研究方法については、実際に企業と NPO 法人がタイアップを組んだケースを事例研究として取り

上げ、それらについて考察を行う。その後、いくつかの事例から企業と NPO のタイアップがうま

く機能する KSFを提言するという「仮説構築型」で研究の結果を示すこととする。 

研究対象は、日本国内にある営利企業および NPO 法人とする。なお、営利企業側のケースを確認

する際は、企業が NPO とタイアップを組んで社会問題の改善・解決に取り組む際、その企業が本

業としているものを活用していることを前提とする。 

分析方法については、まず、研究手法として採用した事例研究を用いて、企業と NPO のタイアッ

プの実例を取上げる。そして、その実例から得られる結果、およびその結果を考察した際に確認で

きることを説明する。さらに、その作業をいくつかの実例において繰り返していき、全実例に共通

して言えると考えられることを示した上で、企業と NPOのタイアップがうまく機能する KSFを提

言し、仮説の構築を証明する。 

 

【結果】 

企業と NPOがタイアップを行うための KSFは、以下のようにまとめられる。 

  

・タイアップにおいてどのような成果を求めるのか、具体的な KPIを設定する。 

・短期的な結果を求めるのではなく、長期的に持続可能なパートナーシップを結ぶ。 

 

以上 
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